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1. はじめに 

企業にとっての 研究開発は自らの 成長のエンジンであ り、 研究開発をどのようにマネジメントするかがその 企業の将来に 大き 
な形辞を及ぼすことになる。 どの程度の経営資源 ( 人 、 物、 金 ) をど う し め プロジェクトに 投入すべきか。 それらのプロジェクトの 
評価をどのように 行なえば良いか。 期待される研究成果に 関して短期、 中長期といった 時間軸上のバランスをど う すべきか。 研 
究 開発の効率を 上げるにはどういった 組窩 、 仕組みでプロジェクトを 推進すべきか 等々、 研究開発マネジメントの 課題には枚挙 
にいとまがない。 それらの課題の 中で、 プロジェクトをどのように 選定し、 有限な経営資源をどのように 配分すべきか。 研究開 
発におけるプロジェクトの 選定と資源配分方策の 検討はマネジメントの 重要な課題の 一つであ る。 

事業戦略を踏まえた 研究開発戦略のもとにプロジェクトの 選定、 および資源配分を 行うことは必要条件ではあ るがⅡ、 そうい 
ったことを行った 上での、 いわば選抜されたプロジェクト 群であ ってもすべてが 成功することは 有り得ない。 技術目標の未 達 、 
南町ニーズの 見誤り等々、 プロジェクトが 失敗に終わる 原因は数多く 存在する 凹 。 結果から見れば、 プロジェクトが 事業化に行 
者くまでにあ る種の確率、 ここでは成功確率と 呼ぶ、 が存在する。 したがって、 過去に選抜されたプロジェクトの 肚 歴を調査し、 
成功確率等の 結果を分析することは、 今後のプロジェクト 選定や資源配分方策検討に 役立つと考える。 
本研究は多角化企業での 研究開発におけるプロジェクトの 選定と資源配分方策の 参考に資することを 目的として、 住友電 エ 
における研究開発プロジェクト 群についてそれらの 事業化までのパフオーマンス、 および失敗プロジェクトに 関する原因も 調査、 
分析した。 複数の研究プロジェ ウト が時間軸上で 探索 づ 研究 づ 開発 つ 事業化の順で 推移し、 どの程度のプロジェクトが 事業化 
までたどり着くかを 調査した例はあ るが、 この例は複数の 業界全体の平均データであ り個別業界、 あ るいは個別企業に 関する 
分析 側 ではなⅡ 3] 。 また、 化学と機器業界の 数十のプロジェクトを 分析し、 それらの成功と 失敗との相違点として 顧客のニーズ 
や 市場の理解が 大きかったとの 報告もあ るが、 市場分野や製品形態が 多岐にわたる 多角化企業を 対象とした分析ではない 凹 。 
それゆえ、 本研究では個別の 多角化企業の 研究開発プロジェクト 群に的を絞り、 詳細に調査、 分析した。 

2. 分析のフレームワークとその 方法 

住友電工のような 多角化企業の 場合、 参入している 市場や製品形態、 さらには保有しているコア 技術が多岐にわたっており、 
多様な車業ポートフォリオの 中で，既存卒業と 新規事業とのバランスや 時間軸も 者 は は 入れて、 どのように研究開発プロジェク 
トを 選定し、 どのように資源配分を 行えば良いかは 研究開発マネジメントにおける 重要なポイントの 一つであ る。 将来を睨んで 
どの南町に集中すべきか、 あ るいはどの市場を 棄てるべきか。 また、 どのような製品形態、 いわゆる材料からシステムのうち 
どこに重点化すべきか、 さらにはどのコア 技術に重点化すべきか、 新たに獲得してコア 技術に育成すべき 技術は何か。 これら 

は単に研究投資費用の 問題だけでなく、 人材のリクルーティンバ 等においても 非常に重要であ る。 今回は・市場分野、 製品形 
態といった切り 口から、 過去の住友電 エの 研究開発プロジェ ウト について分析を 行った。 また、 成功に至らなかったプロジェクト 
ほ ついて、 その理由を調査し、 そしてそれらを 市 均分野、 製品形態別に 分類して分析した。 
チータベースは 住友 屯エ における 1997 年から 2002 年の 5 年間の探索ステージを 除く、 研究開発プロジェクト 履歴とし・各研 
究プロジェクトを 分野、 製品形態、 および研究ステージの 視点から分類した。 分野としては 佑輔通信、 エレクトロニクス・ 自動車、 
エネルギー、 産業用素材といった 分類、 製品形態としては 材料、 部品、 機器、 システムといった 分類とした。 
また、 研究開発プロジェクトの 追跡方法としては、 プロジェウト 終了時点での 状況、 すなわち廃止なのか、 あ るいは技術移管 
できたのかをプロジェクトリーダ 一に聞き取り 調査した。 さらに技術移管できた 場合は商品化できたのか、 加えてその後に 新製 
品 として一定以上の 売上や限界利益を 計上できたかどうかを 調査した。 新製品の追跡に 関しては別途、 事業都へのアンケート 
調査を毎年行うことによりチータ 収集を行った。 

3. 拮果 
3. ]. 言葉の定 丑 

技術移管とは、 研究開発プロジェクトにおいて 対象としている 技術が商品化できるレベルまで 完成して事業部等に 技術が移管 
できたことと 足芸する。 商品化とは、 移笘 できた技術をもとにして 新製品が発売でき、 サンプルとしての 売上を除く、 いくらかの 
売上が計上できたことと 定 校する。 新製品成功とは、 商品化できた 新製品が発売後 5 年以内にあ る程度以上の 売上高 (x 億円 
以上 ) 、 および限界利益 (Y 億円以上 ) を計上できたことと 定校 する。 
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3, 2. 全体の結果 

全体のスキームおよび 結果を図 ] に示すが、 主な内容は次のとおりであ る。 
・対象プロジェクトのうち、 2005 年時点までに 終了したプロジェクトを 分母として、 技術移管に失敗したプロジェクトの 割合は W% 、 
成功したプロジェクトの 割合は 56% であ った。 
  技術移 9 に成功したプロジェクトのうち、 商品化に失敗したプロジェクトの 割合は 27% 、 成功したプロジェクトの 割合は 73% であ 
り 、 2005 年時点まででの 終了プロジェクトに 対する割合は 41% であ った。 
・商品化に成功したプロジェクトのうち、 新製品成功ができなかったプロジェクトの 割合は 43% 、 新製品成功ができたプロジェクト 
の割合は 57% であ り、 2 ㏄ 5 年時点まででの 終了プロジェクトに 対する割合は 24% であ った。 
・分野別では 廃止プロジェクトに 関しては自動車分野の 割合が大きく、 技術移管、 および商品化に 関しては、 産業用素材分野、 な 
らびにエレクトロニクス 分野の割合が 大きかった。 新製品成功に 関しては、 引き続き産業用素材分野の 割合が大きかった。 こ 

れは、 住友電 エの 既存事業 都が 産業用素材分野 や エレクト a 二 クス分野に多く、 これらの分野における 技術や市場に 対する 
知識やノウハウが 豊富であ ったためと考えられる。 
  製品形態 別 では廃止プロジェクトに 関してはシステムの 割合が大きく、 技術移管に関しては、 システム以覚は 大差なく、 
商品化および 新製品成功に 関しては機器の 割合が大きかった。 

技術移管 商品化 新製品成功 

2005 年時点まででの 
終了プロジェクト   

失敗 : 44%   失敗 : 27% 失敗 : 43%   
成功 : 56% 

() は 2005 年時点まででの 終了プロジェクトに 対する割合 

図 1. 全体スキームと 結果 

3. 3. 技術移管失敗プロジェクトに 関する分析 
3. 3. 1. 全体の分析 

ほ術 移管に失敗したプロジェクトはそれぞれに 理由があ った。 ここでは共通的な 理由として、 仮初にそれらを 大きく 
技術的な問題と 市場的な問題に 分類、 整理し 、 次に 、 ほ術 と市場のそれぞれについてその 理由をも う 一段堀り下げて 
分類、 整理した。 結果を図 2 に示す。 全ての失敗プロジェクトⅠ ， 
ち ， 49% が技術的な問題、 42% が市町的な問題、 9% が 
その他の問題であ った。 その他の問題とは、 他社への プ 技術的問題 

ロジェクト移管、 別のプロジェクト ヘ 吸収ということであ っ 

た 。 技術的な問題の 方が少し多かったが、 全体としては 市場的問題 
あ まり大きな差はないと 考えられる。 
次にほ 術 的な問題に関してもう 一段理由を掘り 下げた。 
技術移管に成功するためには、 2 つの ハ 一ドルをクリア す その他 

る 必要があ ると考える。 第一の ハ 一ドルは性能を 満足す 
6  品物ができるかどうか、 第 _  の ハ 一ドルはそれがコスト 0%  10%  20%  30%  40%  50% 60% 

的に成立するかどうかであ る。 失敗理由の割合 
このような視点から 技術的な問題で 失敗したプロジェク 

① 、 ② 、 ③は本文で説明した 内容 
トを 整理した結果、 第一ハ一ドルをクリアできなかった 割合 
が 67% 、 第二八一ドルをクリアできなかった 割合が 33% 図 2. 技術移管失敗プロジェクトの 分析結果 
で 前者の割合が 高かった。 このことは各プロジェクトにおい 

て世の中にない 新しいほ 術 開発に挑戦しているため、 その技術開発自体の 失敗確率が高かったためと 考えられる。 
さらに市場的な 問題に関しても う 一段理由を掘り 下げた。 廃止理由としては 3 つのパターンに 分類できることが 分 つ 
た 。 具体的には以下のとおりであ る。 

①プロジェクト 開始時の予想に 反して市場が 立ち上がらなかった。 
②現在の市場が 小さく、 今後も大きく 伸びる見込みがないことが 明確化した。 
③「コストアップではあ るが高性能であ るため新たな 市場が形成されるはず」との 予想に反して 市場が創造されな 
かった。 

このような視点から 市場的な問題で 廃止に至ったプロジェクトを 整理した結果、 ①が 26% 、 ②が 43% 、 ③が 31% で 
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それほど大きな 差はなかった。 そこで次節以降でさらに 詳細な分析を 行った。 

3. 3. 2. 分野別の分析 

結果を図 3 、 および図 4 に示す。 図 3 から 柑報 通信が主として 市 均の問題、 一方でエレクトロニクス、 および自動車が 

主として技術の 問題となっていることがわかる。 これは、 桔報 通信分野では 技術の選択肢がそれほど 数多くなく、 あ ら 
かじめプロジェウト 開始双に失敗リスクが 比較的小さい 技術を選定することができること、 および 市 りの不確実性がよ 
り大きいためと 考えられる。 逆に、 エレクトロニクス 分野では選択肢が 多いことによる 技術の不確実性は 大きいが、 技 
術 的に成功すれば 市場の不確実性は 比較的小さいためときえられる。 
技術的問題についてその 内訳として性能、 およびコストの 割合を見ると、 図 4 からエレクトロニクス 分野では性能が、 
自動車分野ではコストの 割合が大きい。 これは、 エレクトロニクス 分野では前述の 技術の不確実性に 起因した第一ハ 
一ドルを越えられないプロジェクトが 多かったためと 考えられる。 一方、 自動車分野では 他の分野であ る程度美結のあ 
る技術を応用するために 第一ハ一ドルの 難易度は比較的低いが、 第二八一ドルであ るコストの難易度が 高かったた 
めと考えられる。 また図 4 で市場内問題についてその 内訳を見ると、 桔報 通信分野ではの、 および②が多く 、 ③が少な 
い 。 これは、 斤 バフル以双の 市場予測が結果として 間違っていたためと 考えられる。 プロジェクト 数は少ないが 自動車 
分野ではすべて③であ った。 これは、 自助草分野が 少々の性能向上ではコストアップが 許容されにくい 分野であ るた 
めと考えられる。 
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図 3, 分野別の技術移管失敗プロジェクトの 分析結果 図 4. 分野別の技術移管失敗プロジェクトの 詳細分析結果 

3. 3. 3. 興 品形態別の分析 

結果を図 5 、 および図 6 に示す。 図 5 から材料は技術の 問題、 機器、 およびシステムは 市場の問題が 大きく、 部品では 
技術と市場とで 差はないことがわかる。 

材料での ・ ，                                                                     '.'.'.'.　@@@@@@@ 

全体 技術的問題 

材料 
部品での                                                                               >.　@@@ 技術的問題                                         

部品 部品での 

機器 
市場的間柱 

システムでの 
、 ンステム 市場的問題 

        20%                     80% 100%   50% 100% 

失敗理由の割合 失敗理由の割合 

""""@  技術的問題 0 市場的問題   その他 臼 "" @ 飴 ロ Per rm ㎝ ce       Ⅰ Cost8(1) 口 (2) 田     (3) 
図 5. 製品形態別の 技術移管失敗プロジェクトの 分析結果 図 6. 製品形態別の 技術移管失敗プロジェクトの 詳細分析結果 
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これは、 材料は分野でのエレクトロニクスと 同棟、 選択肢が多いことによる 技術の不確実性は 大きいが、 技術的に成功 
すれば 市 均の不確実性は 比較的小さいためと 考えられる。 一方、 機器やシステムは 分野での佑輔通信と 同棟、 技術の選 
択肢がそれほど 数多くなく、 あ らかじめプロジェクト 開始双に失敗リスクが 比較的小さい 技術を選定することができること、 
および 市 均の不確実性がより 大きいためと 考えられる。 また、 部品は材料と 機器との中間的な 位置付けでどちらの 問題も 
併せ持っているためと 考えられる。 
図 6 において技術的問題についてその 内訳として性能、 およびコストの 割合を見ると、 材料、 部品では 第 Ⅰハ一ドルをク 
リアできないことがプロジェクトの 廃止に大きく 影雙 すると言える。 これは、 種々の技術が 目標性能クリアの 可能性を秘め 
ており、 「あ る程度やってみないとわからない」的な 面が大きいためと 考えられる。 
市場内問題についてその 内訳を見ると、 部品において①が、 システムにおいて②が 多い。 これは、 部品では 拍報 通信 
分野のプロジェクトが 多くⅡバブル 崩壊の影缶を 受けたため、 システムの場合は、 今後の市坊拡大がユーザの 車桁等に 
より期待はずれに 終わったためと 考えられる。 

3. 4, 商品化に関する 分析 

技術的な問題が 58% 、 市場的な問題が 23% であ り、 市場内よりも 技術的問題の 方が多数であ った。 技術的な問題の 内 
容は、 67% が技術的ブレークスルーができなかったために 限定された市場への 適用にとどまり 当初想定した 大きな 市均 
に 参入できなかったこと、 27% が移管できた 技術内容が既存製品のプロセス 改良によるコスト 低減への貢献ほとどまり 新 
製品創出に至らなかったこと、 残りの 6% プロジェクトは 開発対象技術以覚も 含めた総合技術で 競合他社に勝てなかった 
ことであ った。 市場的な問題の 内容は，すべて 当初想定していた 売上につもがるニーズがなかったという 市 坦の読み間 
違いであ った。 技術的な問題に 関しては・市場分野別よりも 製品形態における 材料および部品で 大多数を占めていた。 こ 
のことは、 材料あ るいは部品において 市場ニーズは 掴んでいたが、 もう一段の技術的フレークスルーができなかったとい 
うこと、 すなわち移管技術のレベルが 当初想定よりも 低かったことと 考えられる。 複数のプロジェクトリーダ 一の意見、 プロ 
、 ジェク ト で技術目標達成のために 時間軸を含めて 仮 昔の努力をした 結果、 が 正 Ⅱ ) との前提に立つと、 これは選択した 技 
術の眼界であ り、 結果論ではあ るが技術の目利きに 失敗したと考えられる。 

3. 5. 新興早成功に 明する分析 
は術 的な問題が 30% 、 市場的な問題が 57% であ り、 商品化の場合とは 逆に、 技術的よりも 市場内問題の 方が多数であ 
った。 主な技術的な 問題の内容は、 56% が性能コストのバランスで 競合他社に勝てなかったこと、 33% が技術的ブレーク 
スルーができなかったために 限定された市場への 適用にとどまり 当初想定した 大きな市場に 参入できなかったことであ っ 

た。 市 切的な問題の 内容は、 大多数が予想よりも 市場が伸びなかったことであ った。 技術的な問題は 市均分野よりも 製品 
形態における 材料に多く見られ、 商品化の場合と 同棟に複数のプロジェクトリーダ 一の意見が正しいとの 前提に立っと、 
それは選択した 技術の問題であ り、 商品化の均 合 と同棟に結果論ではあ るが技術の目利きに 失敗したと考えられる。 市 
場的な問題は、 製品形態よりも 市場分野での 桔 神通信分野に 多く見られた。 これは 汀 バブル崩壊等の 市場の不確実性が 
裏 目に出たためと 考えられる。 

4. 考察 
エレクト コ ニクス分野、 あ るいは材料では、 技術、 なかでも性能のクリアがポイントであ ることから技術の 目利きが重要で 
あ る。 また、 性能クリアの 見込みがないと 判断したプロジェクトは 研究効率の視点から 一刻も早く中止して 新たなプロジェ 
クト を立ち上げることも 肝要であ る。 自動車分野では、 研究開発段階において 五度時のコスト 目標達成の見通し、 および 
コストアップ 技術の開発には 十分に注意を 払うことがポイントであ る。 
拮報 通信分野、 あ るいは部品では・エバフル 崩壊等の市町の 不確実性が大きいことからこれだけに 賭けるのではなく、 
他の分野や他の 製品形態へのリスク ヘ 、 ソジ を考慮すべきであ る。 システムでは、 当面の市 耽が 小さいプロジェクトは 優先 
順位を下げた 方が良いと思われる。 また、 技術の場合と 同棟、 構 報 収集に注 力 して 市 勒の見通しが 悪いと判断したプロジ 
ェクト は一刻も早く 中止して新たなプロジェクトを 立ち上げることも 肝要であ る。 
今回の分析フレームワークと 分析方法、 および得られた 知見は、 住友電 エ だけでなく、 複雑な研究ポートフォリオを 有 
する多角化企業には 役に立つと考える。 今後はさらに 有用な知見とするためにプロジェクト 数だけでなく 投入資源の大き 
さや研究効率にも 着目した分析が 必要であ ろう。 
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